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GX 推進機構は、中国電力株式会社に対する金融支援を決定しました。同社は、２０５０年

カーボンニュートラル実現を目指しており、本案件は、中国エリアの脱炭素化への寄与を

通じた産業競争力強化にも貢献することが期待されます。 

 

GX 推進機構（以下、「当機構」）は、中国電力株式会社（以下、「中国電力」）に対して、みずほ

銀行、日本政策投資銀行、三井住友銀行、三井住友信託銀行、三菱 UFJ 銀行の行う融資を対

象とする債務保証を決定しました。 

 

本件は、中国電力のカーボンニュートラル達成に向けた原子力発電及び水力発電の脱炭素

電源投資に必要な資金への融資に対し保証を提供するものであり、中国エリアの脱炭素電力

の安定供給と各地で進むGX・DX関連事業の進展に貢献するものです。また、本件は、中国電

力の「サステナブル・ファイナンス・フレームワーク 1」に基づく融資を対象としており、当機構の

債務保証制度のうち類型３の資金使途特定型トランジション・ファイナンスを行う企業に対する

債務保証となります。 

 

1. 企業の概要 

① 名 称：  中国電力株式会社 

② 本社所在地：   広島県広島市中区小町 4-33 

③ 代 表 者：   代表取締役 中川 賢剛  

④ 設 立 年：    1951 年 5 月 1 日 

⑤ 主な事業内容：  発電・小売電気事業 

  

 
1 中国電力は、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた段階的な脱炭素化（トランジション）を着実に進

めるための資金調達の枠組みとして、2023 年 4 月に「中国電力株式会社サステナブル・ファイナンス・フレー

ムワーク」を策定しました。本フレームワークは、国際的な原則および国内の関係ガイドライン等との整合を確

保しつつ、グリーン／トランジション等の各類型を包括的に位置付け、脱炭素投資を継続的に支える枠組みと

して整理されています。本フレームワークに基づき調達した資金は、再生可能エネルギーの導入拡大、脱炭素

電源の確保、電力ネットワークの強化・高度化等、同社のカーボンニュートラル達成に資する取組に充当される

こととしています。 



 

2. 本支援の政策的意義 

① CO2 排出削減の観点 

· エネルギー転換部門（発電所・熱供給）は、日本全体の CO2 排出量の約 40％

を占め、同 CO2 は下流の各産業に配分されるため、発電に伴う CO2 排出量

を削減することは国内産業の CO2 排出量削減に大きく寄与すると言えます。 

· 中国電力グループは、２０２５年 9 月 30 日に公表した「中国電力グループ経営

ビジョン 2040」において、サプライチェーン GHG 排出量（スコープ 1＋2＋3）

を 2013 年度比で 2030 年度に半減することを目標に掲げており、本支援を

通じて、電源の脱炭素化を促進することで、中国電力及び域内企業の CO2 排

出量の大幅削減が見込まれます。 

· また、中国電力が計画する脱炭素投資を計画通りに遂行することを支援するこ

とで、中国電力が将来的に予定する更なる脱炭素投資の取組みを後押しし、中

国電力の 2050 年カーボンニュートラル実現に大きく寄与することが期待され

ます。 

 

② 産業競争力強化・経済成長の観点 

· 本件支援対象の電源は、中国エリアで増加が見込まれる瀬戸内コンビナートの

電化拡大や新設・稼働予定のデータセンター等の大規模電力需要者による利用

に伴う電力需要への活用が期待されています。 

· これらの電力需要家に対し脱炭素電源を安定的に供給することは、GX・DX 関

連政策との連携を通じた電力需要家の産業競争力強化や DX 促進への寄与が

期待されます。 

· また、日本政府は第 7 次エネルギー基本計画において、2040 年度の電源構成

として、再エネが 4～5 割程度、原子力が 2 割程度との見通しを示しており、本

支援を通じて、電源の脱炭素化を促進することにより、エネルギーの国産化やエ

ネルギー安全保障にも寄与するものと評価しています。 

 

3. 債務保証概要 

① 保証金額： 約 504 億円 2 

② 参加銀行： みずほ銀行、日本政策投資銀行、三井住友銀行、三井住友信託銀行、三

菱 UFJ 銀行 

③ 保証類型： 類型３（資金使途特定型トランジション・ファイナンスを行う企業に対する

債務保証） 

  

 
2  なお、今後、同一の資金使途に対して追加融資が必要となり、当機構の債務保証が要請される場合には、継

続して支援を検討する予定です。 



 

 

当機構は、引き続き、官民協調での 150 兆円超の GX 投資を実現するべく、GX に資する

事業の推進に挑戦する企業に対して、積極的に支援してまいります。 

（本発表資料のお問合せ先） 

  脱炭素成長型経済構造移行推進機構 金融推進部 

  メール： gx_acceleration_agency★gxa.go.jp 

※［★］を［@］に置き換えてください。 


